
外 国人 労働 者 受 け入 れ をめ ぐる諸 問題

－ 「日本型」モデルの構築をめざして－

村 井 忠 政

は じめ に

世界に もまれ な速度で少子高齢化が進展 した結果、わが国の生産年齢人 口は1995年 の8,700万

人か ら2050年 には5,700万 人に減少す ることが見込まれ てい る。少子化の歯止めはきかず、わが

国の出生率は着実に低下を続け、1989年(平 成元年)の 合計特殊出生率は1.57ま で落 ちて、いわ

ゆる 「1.57」シ ョックが 日本列島を駆け抜 けた。100年 後のわが国の人口 は半減 し、 日本経済沈

降が現実的な声 として聞こえ始めてい る。か りに出生率が回復 しても、人 口逆モ メンタムとい う

メカニズムが働 き、長期にわた り人口減少は続き、労働力不足は解消 されない との指摘 もある。

このような深刻 な人口減少 と少子高齢化の問題を解決す る手段 として、近年 になって外国人労働

者の本格的受 け入れ をめぐる議論が再燃 している。

本稿 の 目的は、外国人労働者受け入れ をめ ぐる近年の議論を レビューすることによって、はた

して外国人労働者受 け入れがその問題解決の手段 にな りうるのか、またか りにわが国が本格的な

移 民政策に踏み出 した場合、そこでは どの ような問題や障害が予想 され るかを検討す るところに

ある。

1少 子 高 齢 化 と人 口減 少 に ど う対 処 す る か

本節では、わが国の少子高齢化 と人 口減少問題 をめぐるさまざまな議論の前提になってい るわ

が国の 「人口 動態統計」や 「将来人口 推計」 などの人 口統計学的データ と、政府や研究機関が刊

行 した報告書(白 書)を 改めて検討 し、そこでの議論 を整理 したい。

1.『 平成4年 版国民生活 白書』

少子化対策に 日本政府 が取 り組む きっか けとなったのは、「少 子社会 の到来、その影響 と対

応」を特集 した平成4年(1992年)版 の 『国民生活 白書』であると考 えられ る.1同 白書はその

第1章 「最近の出生率の動向と少子化の背景」でわが国における近年の少子化傾 向について述べ、

わが国の合計特殊出生率(1人 の女性 が一生の間に産む子 どもの平均数)が 戦後最低の1.53人 に

なったこと、その結果わが国の現在の人口 を将来も維持するのに必要なギ リギ リの水準(い わゆ

る人口 の置換水準)で ある2.08人 を大き く下回って しまったとい うシ ョッキングな事実を告げて

い る。



わが国の出生率は第2次 大戦直後の昭和22～23年 に一時高まったものの、その後復興期 を通 し

て急激 に低下 し、それ以降昭和40年 代半ばまではおおむね横ばいで推移 してきたが、昭和58年 以

降再び低下傾 向が続いてきた。最近においてもわが国の出生率は低下 し続 けてお り、平成10年 の

厚生省 「人口 動態統計」によれば、1.38人 と史上最低 となった。(図1参 照)

さらに同白書は、出生率 とその動きに影響 を与えていると考えられる主な経済社会的要因、お

よびその背景についてフローチャー トによる説明を加 えている。少子化に影響 を与える要因 とし

ては様々な要因があげられているが、ここではそれぞれの要因が非婚化 ・晩婚化お よび有配偶女

子(結 婚 している女性)の 出生率低下とい うルー トを通 じて少子化に影響 を与えるもの として説

明されている。2

この ようにわが国における少子化傾向を指摘 した後、同 白書は第6章 「少子化の進展、その影

響 と課題」でそれがわが国の経済や社会 に与える中長期的影響、 とりわけ経済社会の活力への影

響について触れ、「15歳以上人 口の うち就業者 と完全失業者 を合わせた労働力人 口の推移をみ る

と2000年 に6,700万 人でピークを迎え、2010年 まで年率0.2%の ス ピー ドで減少す る。総人口 は

2010年 まで上昇が続 くことか ら労働力人口の減少が始まる2000年 以降、若年 ・中年層 にとって社

会的な負担が大きく増大 し、社会の活力を維持 していくうえで大きな転機 を迎 える」との予測を

行なっている。3



2.人口 問題研究所の将来推計人 口

日本で人口 減少時代の到来が一般的に大 きな関心を集めるきっかけとなったのは、上記の 『国

民生活 白書』の5年 後の1997年1月 に、国立社会保障 ・人口 問題研 究所(以 後、人 口問題研究所

と略称す る)が 発表 した将来推計人 口であろ う。 これに よると(い ずれ も数値 は中位推計 によ

る)日 本の人口 は、2007年 に1億2,800万 人で ピー クに達 した後.2050年 には約1億 人に減少 し、

2100年 には6,700万 人にまで減少する(図2参 照) 。4も っ とも、 この推計 自体がかな り楽観的で、

実は2001年 が ピークで翌年か ら減少が始まるとい う予測 もある。5

3.人 口問題審議会の報告書

わが国の少子高齢化 と人口 減少問題がマスメディアなどで話題 にな り始めた1997年2月 以降、

厚生省の人口 問題審議会は、少子高齢化お よび人 口減少社会について有識者か ら意見聴取 を行な

い、そ こでの議論を取 りま とめ10月 に報告書 『人口 減少社会、未来への選択 と責任』 を刊行 し

た。6同 報告書はわが国の少子化傾 向は依然 として続いてお り、歯止 めがかかっていない とい う

現実 を踏まえ、少子化をもた らした経 済社会的要因を分析す ることか ら始ま り、少 子化の社会

的 ・経済的影響を検討 し、その対策 として経済面 と社会面における具体的な施策 をあげている。

以下、同報告書が少子化 の経済面、社会面への影響 をどのよ うに評価 しているのか を見てみ よ う。

まず、マイナス面の影響 としては、①生産年齢人口 の減少 と経済成長率の低下、②単身者や子

どものいない世帯が増加するな ど家族の形態の変化 と、子 どもの数の減少による子 どもの社会性

や健全な成長の阻害、③過疎化 ・高齢化の進行 による基礎的な住民サー ビスの低 下、な どが挙げ



られている。ただ し、少子化 にはマイナス面ばか りでな く、「例えば、生活面では、環境負荷の

低減、大都市部等での住宅.土 地問題や交通混雑等過密に伴 う諸問題の改善な どゆとりある生活

環境の形成、1人 当た りの社会資本の量の増加、教育面では、密度の濃い教育の実現や受験競争

の緩和などプラス面の影響を指摘す る意見があることに留意する必要がある」 と述べていること

も付け加 えておこ う。7

次に、少子化をもた らす近年 の出生率低下の主な要因 としては未婚率の上昇(晩 婚化の進行)

を挙げ、その原 因として、①育児に対す る負担感 および仕事 との両立に対す る負担感 、②個人の

結婚観、価値観 の変化、③親か ら自立 して結婚生活を営むことへのため らい、などが指摘 されて

いる。そ して、少子化は、個人の多様な生き方の表れ とい う側面がある一方、女性の社会進出と

それを阻む固定的な男女の役割分業意識 と雇用慣行、それ を支える企業風土の存在 といったわが

国社会経済全体の状況に深 く関わってい る、と分析 している。

その上で、少子化の影響への対応 として、経済面では ①雇用環境の整備、②企業の活力 ・競

争力、個人の活力の維持、③公 平かつ安定的な社会保障制度の確立、社会面では①地方行政体制

の整備、地域の活性化、②子 どもの独創性 と社会性 を養 う教育 と健全育成 を挙げている。8

さらに、個人が望む結婚や出産 を妨げる要因などを取 り除 くことを通 じて、少子化の要因への

対応 も行ってい くべきことを主張 し、具体的な対応 として、① 「男は仕事、女は家庭」 とい う固

定的な男女の性別役割分業や仕事優先の固定的な雇用慣行の是正、②子育てを支援す るための諸

施策の総合的かつ効果的な推進を提示 している。9こ うした様々な取組みを通 じて、出生率の回

復への期待 とともに、結婚や子育てに希望が持て、子育ての持つ本来的な楽 しみや喜びを夫婦 と

もに実感 できるゆ とりと潤いの感 じられ る社会が実現 される、と結んでいる。

ところで、少子化、人口減少対策 として外 国人労働者 を受け入れ ることについて同報告書はど

の ような見解 をとっているであろ うか。結論か ら先に言 えば、下の文章か らも明 らかなように、

「外国人の受け入れは現実的でない」として否定的な姿勢を取っていることがわかる。

少子化の要因への対応 を論ずるに当たっては、労働力人 口の減少等少子化の影響への対応 と

しての外国人の受入れの是非 についての方針 をまず明確化すべきではないか、とす る意見があ

る。

しか しなが ら、少子化の影響への対応 としての外国人の受入れを考慮するとしても、出生率

の低下を補完できるほ どの急速かつ大規模な外国人の受入れは現実的でないのみな らず、我が

国の一方的な事情により、外国人の受入れ を所与の前提 として政策 を論 じることは適当ではな

く、その方針 の如何 にかかわ らず、少子化 の要因への対応 を図ってい く必要がある、 と考 え

る。10

要するに、人口 問題審議会の報告書 を読むかぎり、少子化は基本的には家庭や企業活動におけ

る固定的な男女の役割分業の下で、経済の成長 と発展 を強 く志向 し、その恩恵を享受 してきたわ



が国社会全体の状況が深 く関連 してお り、また、個人が子 どもを産み育てることを負担 と考 え、

さらには未来の社会に対する様 々な不安を感 じてい ることを反映 している との認識がベースにな

っているといえよ う。 したがって、 このよ うなわが国の企業の伝統的な雇用慣行や性役割分業を

変革 しないかぎ り、少子化問題 の解決はあ りえないとい う結論 に結びつ くのである。

よ り具体的には、①結婚や出産の妨げとなってい るわが国の固定的な男女の性役割分業や、仕

事優先の固定的な雇用慣行などを是正す る、②子育てを支援す るための諸方策の総合的かつ効果

的な推進を図ることに基本的な解決の方向を見出そ うとしていると言える。 この方向性 はその後

の 「男女共同参画社会」の理念へ と発展 してい くことになる。11

欧米先進諸国に比べわが国の女性 の就業率が依然 として低いままに留まっているとい う事実に

着 目す るとき、女性 が働 きやすい環境を整備することで、少子化や人口減少問題 に歯止めを掛け

るこ とができる とす る認識が基本 にな っている。 したがって、外国人の受 け入れ については～

「わが国経済社会に大きな問題が生 じることも懸念 されることか ら、安易な考 え方に立ってな し

くず し的におこなわれることのないよ う、その是非や方法について、関係の場で正面か ら十分に

議論すべきである」 と述べるに留まっている。12

4.国 連報告書 「補充移民一人 口の減少 ・高齢化は救えるか」

移民政策の論争にさらに拍車をか けたのが、2000年1.月11日 の毎 日新聞朝刊の1面 に、「少子

化 日本 … 移民年60万 人受け入れ必要-労 働力減で今後50年 間」 と報道 され話題を呼んだ国連経

済社会局人 口部の報告書 「補充移民-人口 の減少 ・高齢化 は救 えるか」13である。 この報告書に

よると、 日本の労働力人 口(15歳 ～64歳)は1995年 の8,700万 人か ら、2050年 には5,700万 人に減

少す ることが見込まれるため、それに見合 う移民を受け入れ るとす ると、毎年60万 人の移民を受

け入れ なければな らない とい う途方 もない数字が計算によっては じき出 されている(ち なみに、

その場合移民の人口 比率は30%と い う途方 もない数字になる)。

同報告書は、フランス、 ドイツ、イ タリア、 日本、韓国、 ロシア、イギリス、米国の8ヵ 国に

対 して、5つ のシナ リオを想定 し、仮定 され た人口 レベル を維持す るために、外国か らどれだけ

の移民 を迎 え入れ る必要があるかを計算 したものである。

日本の場合 をみてみ よう。以下3つ のシナ リオは、いずれ も1995年 か ら2050年 の期間に具体的

に何人の移民を受 け入れ るべきかを提示 したものである。

(1)国 連推計によれば、 日本人口 は2005年 にピークに達 し、1億2750万 人 となる。 この ピーク

時の人 口を維持す るには、総計1714万 人、つま り毎年平均31万 人を受け入れ る必要がある。

(2)95年 に最大であった15～64歳 の生産年齢人 口を維持す るには、総計3349万 人、つま り毎年

平均61万 人の受け入れが必要である。

(3)95年 における65歳 以上人口 に対する15～64歳 人口 の比率を維持す るには、総計5億5350万

人、つま り毎年平均1006万 人の受け入れが必要 となる。



表1　 国籍(出 身地)別 在留資格別外国人数　(2000年12月 末および2001年1月1日 現在)



振 り返って、 日本の現実をみてみよ う。20世 紀か ら21世 紀への転換時点にお ける 日本の外国人

登録者数が表1に 示 されている。 これ によると190万7098人 と200万 人の大台に近づいていること

がわかる。その中でわが国の高度経済成長によって急増 した 「ニューカマー」 と呼ばれ る新来外

国人は139万4829人 で、140万 人弱 となっている。新来外国人の国籍(出 身地)を 見ると、その大

多数 を占めるのが中国、ブラジル をは じめとす る南米諸国、フィリピン、韓国 ・朝鮮である。ま

た 「オール ドカマー」 と呼ばれ る旧来外国人は51万2269人 であ り、そのなかでいわゆる 「在 日」

と呼ばれる韓国・朝鮮籍の特別永住者は50万7429人 である。 この他 に正確な数字はつかめないが、

約23万 人 を超える超過滞在者(不 法滞在者)が いる。

上に述べたよ うに 「ニューカマー」 と呼ばれ る外国人は、現在 日本 に約140万 人いるが、これ

は日本人口 の約1%で あ り、フランスの10%、 ドイツの6%、 イギ リスの6%と 比べ非常に小 さ

い比率である。 しか しヨーロッパ諸国には、国際人 口移動 に関 して長 く複雑な歴史がある。地政

学的 にも移動 しやすい状況にあ り、 この比較だけで 日本に来住する外国人が極端に少ないとは言

い切れない。実際、外国人の増加 は最近著 しい。 たとえば1986年 には、外国人は86万 人、そのな

かか ら永住者を除 くとわずかに21万 人にす ぎず、超過滞在者を約25万 人 と仮定 して加えても全体

で50万 人足 らずであった。それがわずか15年 の間に2.6倍 にも増えたのだ。

ちなみにこの増加の担い手は、 とくに中国、南米、フィリピンの人々である。86年 ～99年 にか

けて、中国人は8万4000人 か ら27万2000人 へ。南米か らは、わずか3961人 か ら27万8000人 へ。 フ

ィ リピンか らは1万9000人 か ら11万6000人 へ とそれぞれ急増 している。バブル経済の崩壊後の経

済不況が長 引いているにもかかわ らず 、このよ うな傾 向は今後もまだ続 くものと予想 され る。

Ⅱ本 格 的 な 移 民 政 策 に 踏 み 切 る か 、 人 口 減 少 を 受 け 入 れ るか

－ 移 民 受 け 入 れ を め ぐ る論 争 －

1.「 人 口が減少 して繁栄 した国はない」

出生率の低下は、高齢化の急速な展開とあいまって、ただ単に人 口の減少や労働力の不足 にと

どま らず、子 どもや若者の少ない少子社会をもた らし、若年 ・中年層に社会的な負担が増大する

とともに、社会全体 として変化 に対する対応力や未知なるものへの挑戦の精神が薄れるおそれ も

あ り、長期的にみてわが国の社会や経済に多大な影響 を及ぼす ことが考え られ る。人 口経済学を

専攻する大淵寛は 「人 口が減って栄 えた国はない。晩婚 ・少産が 日本 を滅 ぼす」 と次のよ うな警

告を発 している。

第一に、これまでの低出生力は、将 来の労働供給源泉 を縮小 し、直接的に経済成長 を疎外す

るであろう。試算 してみると、労働力人口 は今世紀末から来世紀は じめにかけて ピークを迎 え、

その後 はかな りの勢いで減少 してい く。

一方
、労働需要は経済成長が続 くかぎ り増大 してい くため、需給ギャップは次第に拡大 し、



2020年 には、少な くとも700万 人以上、多ければ1800万 人 もの不足が生ず るであろ う。

この不足 を補 う供給余力は女性 と高齢者に若干残っているが、それは取るに足 りないほどの

ものである。 となると、結局は、労働市場の開放、言い換えれば外国人労働者の導入に踏み切

らざるをえない。 これは現に進行 しつつあるが、ヨー ロッパでの苦い経験 もあ り、その全面開

放は現実的ではなく、厳 しい条件付きの部分開放に とどめるべきであろ う。そ うだとすれば、

労働供給に制約 され、経済成長率は相当低 く抑え られ ることになる。

労働供給以外の面からも、 日本経済の潜在成長力は阻害 されるかも しれない。例 えば、人口

の減少 と高齢化は消費需要 を縮小 して、企業者の投資意欲を削 ぐ一方で、社会保障負担(年

金 ・医療費負担)を 高め、国の財政基盤 を弱めるであろ う。 また、高齢者は貯蓄を食いつぶす

ため、人口 の高齢化は資本形成に不利に作用 し、資本面か ら成長を制約するであろ う。加齢は

肉体的な衰 えとともに労働能率を低下 させ、変化に対す る適応力を低めるにちがいない。14

このように、大淵の描 く日本の未来像はきわめてぺシ ミスティックなものにな らざるをえない

わけであるが、 もしこのような議論が正 しい とすれば、 日本政府 としてはいかなる適切な施策を

講ずるべきなのだろ うか。上述 のように、大淵 は女性や高齢者の労働力を活用するに してもそれ

は取るに足 りないとし、外国人労働者の導入 に踏み切るに しても全面開放 は現実的でないため、

これ も根本的な解決にはつなが らない と考えている。そ こで結論 としては、出生率の低下がこれ

以上進まないように適切な人 口施策 を講 じると同時に、他方でそれ と並行 して、人 口減少 と高齢

化の流れに対応す る経済社会の構造改革、構造調整 を図るべ きであると勧告する。

2.「 ウェルカム ・人口減少社会」

これまでの議論のすべては少子化 ・高齢化 とそれに伴 う人 口減少 をネガティブに受け止 めるも

のであったが、少子高齢化社会をむ しろポジテ ィブに受 け止 めて、それが安定 した成熟社会を迎

えるための必須条件であるとす る議論 をここで紹介 してお こう。

政策研究大学院大学の 「高齢社会プ ロジェク ト」は2000年3.月 に 「ウェルカム・人口 減少社

会」と題 したシンポジウムを開催 、その成果を新書 にま とめて刊行 している。15同書のね らいが

どこにあるかはきわめて明確で、著者 によって冒頭に次のように述べ られている。

本書は、暗いイメージの多い少子高齢化社会の問題点を指摘す るよ りもむ しろ、人間とい う

種 が成熟に達 したときに到達する、安定 した満ち足 りた社会は どのよ うにして作 られるか とい

うことを探 るために書いたつ もりである。 したがって原則的に高齢社会 とい う言葉 は使 わず

「人口減少社会」と し、そこに至 るガイ ドラインとい う意味を込めて 「ウェルカム・人 口減少

社会」を題名 とした。16

少子高齢化社会が忌避 され るべ きものであるか否 かについては深 く踏込んだ議論がこれまでほ



とん ど見 られず、マスメディアを始めとしてどちらかとい うとネガティブな面のみ を強調 し問題

視する議論ばか りが先行 していた ことは否めない事実である。確かに同書が指摘す るように、現

在わが国が直面 している高齢社会構造は、既にこの20年 間、 ヨー ロッパ社会で経験 されてお り、

とりたてて 日本 の高齢化が特異的であるとはいえない。先進諸国ではどこの国で も出生率の低下

と高齢化率の増加は相関 してお り、先進諸国は どこでも人口 を維持す るに足 りる出生率を確保で

きなくなっているとい うのが現実だ。 同書の主張に しばらく耳を傾 けてみ よう。

わが国の高齢化の最大の課題 は、これか らの20～30年 間、他の国よ り過剰に存在する高齢者

人口 をどのよ うに遇するかにある。政策研究院の推計によれば、例えば競争相手の米国に対 し

ては、米国の総人 口を今の 日本の総人口 に代 えてみ ると、現在すでに人口 の4%弱 の約500万

人の過剰高齢者 を抱 えるが、これは2015年 に約800万 人、7%弱 にも達す る。 しか し、米 国の

人 口の高齢化が始まる2030年 には逆転 し、以降は西 ヨー ロッパや米国の方が高齢国になること

は明 らかだ。即 ち、この25年 間を うまくしの ぐ社会制度改革が行えれば、 日本が成熟国家の模

範 とな り得 ることを示 している。17

これか らの高齢社会のもっ とも重要な政策課題は年金 問題 である。それは、これから30年 間

は現在の年金制度 を維持 し、次の年金制度に変換するためには、 どうしても世代間の所得移転

が必要になるか らだ。2030年 以降は人口 の年齢構造があま り変わ らな くなるか ら、年金 のシス

テム設計は、世代間の所得移転、世代内の所得移転 のどちらで も可能 となる。18

上に見た ように、同書の著者たちの主張は従来の少子高齢化論議 に挑戦す るかな り大胆な もの

であるが、ややオプテ ィミスティックに過ぎるき らいがある。か りに著者たちの議論が正 しいと

すれ ば、た とえば国連報告書の 「補充移民」に見 られ るよ うな外国人労働者の受け入れ による人

口減少対策 とい う発想そのものの基盤が根底か ら崩れ ることになる。

Ⅲ国 民 世 論 の 動 向 と マ ス メ デ ィ ア の 論 調

－ 「鎖 国 論 」 か ら 「開 国 論 」 ヘ-

1日 本 政 府 の 外 国 人 労 働 者 対 策

本節では、最初 に(1)戦 後の高度経済成長期か らバブル経済期 を経て、バブル崩壊後の長期

景気低迷に至るまでのわが国政府の外国人受け入れ政策がいかなるものであったかを見 る。次に

(2)1990年 代末か ら21世紀への転換期 にかけて、経済界 を中心に再燃 した外国人労働者 の受 け

入れ をめぐる論議 を取 り上げる。最後に(3)外 国人労働者受 け入れをめぐる世論の動向 とマス

メデ ィアの論調 がどの ように変化を遂げたかを見る。



1.日 本政府の外国人労働者対策

ここで、高度経済成長期以降現在に至るまでの 日本政府の外国人労働者受け入れに関す る対応

を時系列で概観 してみよ う。

第1期(1960年 代後半～1980年 代半ば)

高度経済成長期の労働力不足か ら、経営者団体な どが外国人労働者の受け入れを要請 した。 し

か しなが ら、 日本政府 は1967年 、 「外国人は受 け入れない」とす る方針を確認 してい る。 この時

期 には、女性 の外国人労働者、イン ドシナ難民、中国帰国者な どの流入があった。

第2期(1980年 代半ば～1990年)

バブル経済下で、ブラジルなどラテンアメリカ 日系人やアジア諸国からの男性の外国人労働者

が急増 した。一方 「不法滞在 ・不法就労問題」 も急浮上 してきた。1988年 、労働省は専門職は可

能 な限 り受 け入れ るが、いわゆる単純労働者については 「十分慎重に対処す ること」 とし、門戸

を閉ざす。1989年 の入管法改正で、(1)専 門職分野の在留資格を細分化 し、(2)日 系人も 「定

住者」の資格で就労 を合法化 し、(3)雇 用者側対象の不法就労助長罪を新設 した。

第3期(1990年 ～1990年 代末)

バブル崩壊で、 日本の景気は長期低迷へ向かったが、建設業や製造業、サー ビス業界な どでは

労働力不足が恒常化する。1993年 「技能実習制度」を新設。移民の増大には頭打ち傾向が見 られ

るものの、ラテンアメ リカ 日系人、国際結婚による 日本人の配偶者、 日本企業の海外進出にとも

ない雇用 され る外国人は微増傾向が続 いた。

第4期(1990年 代末～現在)

グローバル化の進行や少子高齢化な どを背景に、外国人労働者をめぐる論議が再燃。2002年3

月、法務省 は今後5年 間を想定 した 「出入国管理基本計画(第2次)」 を発表、(1)専 門職労働

者の積極的受け入れ推進、(2)農 業、ホテル業な ど人手不足の分野にお ける 「技能実習制度」

の拡充な どの方針 を打 ち出 しているが、基本政策の変更とまではいえない。次の出入国管理計画

が発表 され るのは2005年 である。

2.「 第9次 雇用対策基本計画」

日本政府 の外国人労働者政策は1988年 以降の経済計画(「 世界 とともに生きる 日本」1988年 、

「生活大国5ヵ 年計画」1992年 、 「構造改革のための経済社会計画」1995年 、 「経済社会のあるべ

き姿と経済新生の政策方針」1999年)と 雇用対策基本計画(第6次=1988年 、第7次 ＝1992年 、

第8次=1995年 、第9次=1999年)の 中で示 されてきた。

次にその典型的な事例の一つ として 『第9次 雇用対策基本計画』か ら 「外国人労働者対策」の

項 を見てみよ う。 「第9次 雇用対策基本計画」は 経済審議会の答 申に呼応す る形で、労働省(当

時)が 雇用審議会 の答 申を経て策定 した もので、1999年 か らの10年 間を対象期 間 としてい る

(1999年8月13日 に閣議決定)。



経済社会のグローバル化に伴い、我が国の企業、研究機関等においては、世界で通用す る専

門知識、技術等を有 し、異なる教育、文化等 を背景 とした発想が期待できる専門的、技術的分

野の外国人労働者に対するニーズが一層高まっている。 このよ うな状況の中で、我が国の経済

社会の活性化や一層の国際化 を図る観点か ら、専門的、技術的分野の外国人労働者の受け入れ

をよ り積極的に推進す る。

また、我が国の経済、社会等の状況の変化に応 じて在留資格及び在留資格に関す る審査基準

によって規定 され る外国人労働者を受け入れ る範囲については今後 も見直す こととする。ただ

し、受 け入れ国 としてみた 日本には、周辺に巨大な人 口を有 し、かつ経済的に発展途上にある

国が多いことか ら、巨大な潜在的流入圧力が存在 していることに留意すべ きである。 このため、

我が国の産業及び国民生活に与える影響その他の事情 を勘案 しつつ、雇用情勢の悪化等我が国

の労働市場の状況を反映 して的確かつ機動的に入国者数 を調節できるよ うな受 け入れの在 り方

についても検討す る必要がある。

なお、いわゆる単純労働者の受け入れ については、国内の労働市場 にかかわる問題 を始めと

して 日本の経済社会 と国民生活に多大な影響を及ぼす とともに、送 り出 し国や外国人労働者本

人に とっての影響 も極めて大 きい と予想 され ることか ら、国民のコンセンサスを まえつつ、

十分慎重に対応することが不可欠である。

また、単に少子 ・高齢化に伴 う労働力不足への対応 として外国人労働者の受 け入れを考える

ことは適 当でな く、まず高齢者、女性等が活躍できるような雇用環境の改善、省力化 、効率化、

雇用管理の改善等を推進 していくことが重要である。19(下線は筆者)

以上の議論 からわかるよ うに、要す るに、専門職や熟練労働 に就 く外国人は積極的に受け入れ

るが、非熟練(単 純)労 働 に就 く外国人は、(日 系人な ど一一定の身分や地位 を有す る者 として在

留を認 める場合 を除き)原 則 として受 け入れない とい うのが 日本政府の外国人労働者受け入れ に

関する一貫 した姿勢であった。 このよ うな 日本政府の姿勢を仮 に 「鎖国論」ない し 「移民受け入

れ消極論」 と名づけると、これに対 して根本的な変更を迫 る 「開国論」ない しは 「移民受 け入れ

積極論」を大胆に打ち出 したのが経済審議会の答 申と 「21世紀 日本の構想 」懇談会の報告書であ

った。次にこれ ら 「開国論」の主張に耳を傾 けてみ よう。

2経 済 界 の 移 民 受 け 入 れ 政 策

－ 「新 開 国 論 」 の 台 頭-

1.移 民論争の再燃

バブル経済 の崩壊後の労働力過剰状況の中で、外国人労働者 の導入の是非をめ ぐる議論は鳴 り

を潜 めていた。 ところが、人口減少社会に対処す るために外国からの労働者 の受 け入れを積極的



に検討すべきであるとする経済企画庁長官(当 時)堺 屋太一や梶山静六元官房長官 らの大胆な問

題提起がなされ、これが契機 となって日本の外国人受け入れ政策(移 民政策)を め ぐる論争がに

わかに再燃 した。堺屋長官の諮問を受 けた経済審議会(会 長 ・豊 田章一郎 トヨタ自動車名誉会

長)は この問題 を検討事項に加え審議 した後答申を提出 し、この答 申に基づき策定 されたのが、

2010年 までの経済運営の指針 となる日本政府の経済計画 「経済社会のあるべき姿と経済新生の政

策方針」である。そこでは 「多様な知恵の社会の形成」のために 「外国人労働者の受け入れによ

る多様性 と活力の確保」が謳われてい る。

進展するグローバ リゼー ションの中で、多様な知恵の時代 を迎え、 日本 がこれからも世界の

中で豊か さを維持するためには、多様で異質な才能の積極的活用や創造的な発想に基づ く経済

活動の拡大が不可欠である。こ うした観点か らは、 日本国内で海外の異質な文化的背景をもつ

人々や企業が 日本人や 日本企業 と協力 し合い、あるいは、競い合いながら活躍するとい う状況

を創 り出 してい くことが望ま しい…専門的 ・技術的分野の外国人労働者の受け入れを積極的に

進 めるための具体的方策等を検討 し、推進す る。なお、いわゆる単純労働者の受け入れについ

ては、 日本の経済社会 と国民生活に多大な影響を及ぼす とともに、送 り出 し国や外国人本人に

とっての影響 も極 めて大きい と予想 され ることか ら、国民のコンセ ンサスを踏まえつつ、十分

慎重に対応す ることが不可欠である。20(下線 は筆者)

上に見るよ うに、堺屋長官の諮問を受けた経済審議会の報告書は、専門的 ・技術的分野の外国

人労働者 については 「受 け入れを積極的に進めるための具体的方策等 を検討 し、推進する」 と述

べてい るが、その一方いわゆる単純労働者の受 け入れについては 「日本の経済社会 と国民生活に

多大な影響を及ぼす とともに、送 り出 し国や外国人本人に とっての影響 も極めて大きい と予想 さ

れ る」 と延べ、十分慎重に対応す るとしている。 このよ うに、この答 申は必ず しも堺屋長官の意

向に沿った もの とはなっていない。

2.三 井情報開発総研の調査報告書

これ と同 じ頃、民間のシンクタンク 「三井情報開発株式会社総合研 究所(以 下三井総研 と略

称)」 が経済審議会の委託を受 け実施 した研 究がある。次にその調査報告書の主張に耳を傾 けて

みよ う。

現在、世界 レベルでの市場経済化が進展 し、経済的な側面か ら 「様 々な経済主体の効率性の

追求が全世界規模で行われるようになる」、すなわちグローバ リゼーシ ョンの流れが加速化 し

ている。 このよ うな流れの中で、財 ・サー ビス貿易や資本移動の拡大、企業の多国籍化が進み、

世界 レベルで相互依存関係が深まっている。

このような中、我が国が引き続 き世界経済に貢献 していくためには、企業活動の効率化、付



加価値創 出能力の向上、新規産業の創出等を通 じて産業構造の転換 を図っていかなければな ら

ない。また、新たな国際的分業体制の構築を通 じて、アジアの経済的発展 と我が国の経済的発

展 を整合 させていかなければならない。

さらに、21世 紀の我が国は、これまでのようなもの作 りの優位性に加えて、それぞれのアイ

デ ンティティを保持 しつつ も様々な価値観、思想 を相互に許容 し、それぞれが 自己主張できる

社会、すなわち 「開かれた社会」 を構築 し、そのダイナ ミズムを通 じて新 たな価値 を形成 して

いかなければならない。21

た しかにこれまでわれわれ 日本人はあま りにも閉ざされた社会に生 きてきた。 さまざまな価値

観、思想の選択が得 られ る 「開かれた社会」を構築で きれば、異質の人間交流のなかか ら、新た

な文化が生み出 され、わが国が21世 紀の世界の平和 と発展に重要な役割 を担 う条件整備に資す る

もの と考えられる。

ところで、一 口に移民を受け入れ るといってもその具体的な方式 となると極めて多様なや り方

が考えられる。これに関 して、三井総研の報告書では移民受 け入れ方式が2つ のシステムに分類

されている点に注 目したい。1つ はアメ リカ、カナダ、オース トラリアなど伝統的移民国の方式

であ り、毎年数量枠 を設 けて国外か ら移民を受 け入れ る方式である(ち なみに、このなかには難

民 も含まれ る)。 もう1つ は西欧諸国の方式で、既に受 け入れ国に滞在す る外国人に永住権や 国

籍を付与する方式である。わが国が移 民を受け入れ る方式 としては この2つ の方式のいずれがよ

り望 ましい ものであろ うか。 この点に関 して同報告書は、伝統的移民国の方式は以下の3つ の理

由か ら非常に高い リスクを伴 うことか ら、現時点では推奨できない との結論に達 してい る。22

(1)必 要 となる移民受 け入れ規模、そ して移民が長期的には高齢化 してい くことを考 える と、

移民の受 け入れ によってわが国の人口 構造を補正 しよ うとの考えは適切ではない。

(2)移 民を地域社会で受容す るためには、精神的 ・制度的土壌の形成が不可欠であるが、移民

受け入れ経験のないわが国で、一挙にその土壌 を形成す ることは不可能である。

(3)人口 減少 ・高齢化 による労働力人口 の減少を抑制す る対策 としては、女子や高齢者の労働

力の上昇、子育ての社会化 による出生率の上昇などがメイ ンであり、移民はそれを補完す る

程度のもの と位置づ けるのが妥 当である。

以上の分析 を踏まえて、同報告書では外国人労働者受け入れ政策に関して次のような勧告が行

なわれている。23

(1)わ が国で一定期間以上合法的に就労 し、今後もその能力 を発揮 してわが国と周辺諸国 との

関係発展に寄与できると期待 される外 国人に対 し、その国籍を維持 しなが ら、わが国で就労

し滞在す るための安定的な地位 を付与す ることを検討すべ きである。

(2)こ の一環 として、永住や帰化手続 きの透 明化を図 り、希望す る外国人が一定条件 を満 たせ

ば永住権や国籍の取得が現在 よりも円滑に行なえるようにすべ きである。

(3)欧 米諸国における移民受け入れの諸制度、特に西欧諸国において長期滞在の外国人に安定



的な滞在や就労の権利を付与する場合の基準 とその運用実態や、伝統的な移民受け入れ国に

おけるポイン トシステムな どの考え方や制度運営の実態などについて、十分 に調査研究を行

な う必要がある。

以上の議論か らわかるように、同報告書も大量移民受け入れ よりは、 日本 とアジア との経済関

係や技術移転の必要性を踏まえて、 日系企業で養成 されたアジアの人材の一部を日本に還流 させ、

本人が希望す る場合 には安定 した在留資格 を付与す る方向を提起するにとどまっている。

3.日 経連の積極的な対応と 「新開国論」の台頭

ここでわが国にお ける外国人労働者受入れ政策に関する論争を整理 してみ ると、最初にわが国

で外国人労働者の受 け入れ をめぐる議論が高まったのは1980年 代半ばから1990年 代前半にかけて

であった。 この背景にはバブル経済によって深刻 な人手不足にさらされた東京商工会議所 をは じ

め とす る中小企業団体が主と してイニシアティブをとった といえる。 当時 日経連はいわゆる単純

労働者の受け入れ については否定的な論調を繰 り返 していたのである。 これをか りに 「第一次移

民論争」 と名づけると、この論争では 「開国か、鎖国か」が議論の中心テーマであった。だが、

次第にその議論の焦点は 「いわゆる単純労働者を受 け入れるべきか否か」に移 り、政界でもマス

メディアで も活発な議論が繰 り広げ られた。

「第一次移民論争」期には、1988年 の経済計画において外国人労働者問題に関する新たな政府

方針が示 され、 「労働需要バブル」の下で、外国人研修制度の規制緩和や、技能実習制度の創設 、

日系人の適正就労対策な どが進められた。 しか しなが ら、そこでは政府の基本方針その ものが大

きく揺 さぶ られることはなかった。

1990年 代の末から再燃 した 「第二次移民論争」では、奥田会長に率い られる 日経連が議論 を主

導 していた といえる。既 に見たよ うに、堺屋長官のイニシアティブによる積極的な開国論にもか

かわ らず、経済審議会のグローバル部会では積極論はついに台頭 しなかった。その結果、政府の

外国人労働者受け入れ基本政策には、ほとんど大きな変更は加 えられ ることがなかった。む しろ

開国論を積極的に展開 したのは 日経連に代表 され る経済界であった。従来外国人労働者の導入に

消極的だった 日経連は、2000年 お よび2001年 版の労働問題研究委員会報告で外国人労働者の積極

的活用を提言 した。 ここでのイニシアティブは当時 日経連会長に就任 した トヨタ自動車の奥田会

長によって とられた といってよい。奥 田会長 によれ ば、その理 由の第一は国際的に 日本を孤立さ

せないことであ り、その第二は少子高齢化への対策であるとされる。24また経団連の今井会長 も、

労働人 ロの減少にたいする対策 とい うよりも、人 口減少による歳入減への対策 として外国人労働

者の導入 に賛成 している。25

このような議論の背景にあったものとしては-あ くまで推測の域 を出ないが－ わが国経済界の

リーダーたちの間に日本経済の長期低迷によるあせ りや少子高齢化社会への危機感があったと思

われる。 さらにこれに加 えて、IT関 連の優秀な外国人技術者に対するわが国産業界の需要、ア

ジアの労働輸出国か ら受けた要請 、消費不況に苛立つ産業界の利害や思惑な どが投影 していたの



ではないだろうか。

このよ うに経済界の 「開国論」は、建前は別 として本音の部分では、当然のことなが ら狭い意

味でのわが国の国益を最優先 してお り、その意味では依然 として経済成長 を追い求めるものであ

ることは次の文章か らも明らかである。

今、最 も必要な ことは、今後 も経済成長が必要であり、少子高齢化の下でもその実現が可能

であることを、国 と地方を通 じた財政構造改革、社会保障制度改革、税制抜本改革等の 目標 ・

スケジュール も視野に入れたグラン ドデザインとして提示す ることである。26

4.「21世 紀 日本の構想」懇談会の報告書

経済界の開国論 とは異 なるニュアンスで積極的な外国人労働者受け入れ を提唱 したのは、故小

渕首相の私的諮問機 関である 「21世紀 日本の構想」懇談会であった。同懇談会は21世 紀における

日本 のあるべ き姿についての報告書 を、2000年1月18日 に提 出 した。27そ の第1章 に、「移 民政

策へ踏み出す」 とい う、以下のよ うな注 目すべ き提言がある。

日本 に居住す る外国人の数 は総人口 の1.2%を 超 えた。居住外国人の うちでは、新たに 目的

をもって来 日した外国人の割合が65%に 上る。 とは言え、外国人の総人口 比は先進国では決 し

て高 くなく、 日本では 「定住外国人政策」が 「出入国管理政策」の一環で考え られてきた もの

の、法的地位、生活環境、人権、居住支援 などが総合的に勘案 された外国人政策は未発達のま

まで来た。

グローバル化 に積極的に対応 し、 日本の活力 を維持 してい くためには、21世 紀には、多 くの

外国人が普通に、快適に 日本で暮 らせ る総合的な環境を作 ることが不可避である。一言で言 え

ば、外国人が 日本に住み、働いてみたい と思 うよ うな 「移民政策」をつ くることである。国内

を民族的にも多様化 していくことは、 日本の知的創造力の幅 を広げ、社会の活力 と国際競争力

を高めることにな りうる。

ただ、一気に門戸を開放 し、 自由に外国人の移住 を図るのは望ま しくない。 日本社会の発展

への寄与を期待できる外国人の移住 ・永住を促進す る
、より明示的な移住 ・永住制度 を設 ける

べ きである。そ して、 日本で学び、研究 している留学生に対 しては、 日本の高校 ・大学 ・大学

院 を修 了 した時点で、 自動的 に永住権 が取得で きる優遇策 を考 えるべ きで ある。(下 線 は筆

者)

劇作 と評論 で著名な山崎正和は、いわば 「開国論」のオピニオン・リーダー的存在 といえる。

山崎は 「21世紀 日本の構想」懇談会の委員 を務 めてお り、同懇談会報告書の第5章 「日本人の未

来」を分担執筆 している。彼 は総合月刊誌 『論座』特集号で次のよ うな思い切 った発言 をしてい

る。



私は、 日本が これから多民族化、あるいは多文化化 していかなけれ ばな らない と強 く信 じて

います。その第一の理由は、決 して国益ではあ りませ ん。20世 紀に人類は多 くの罪 も犯 した し、

多くの苦 しみも味わいま したが、その大きな原因は国家主義、それを裏返 した民族主義だった。

さらに現在について言えば、私たちがそれぞれの文化集団に属 しているのは事実ですが、頭の

中の半分はすでに世界人です。読んでいる知識の半分は外国の文化か、どこの国にも属 さない

普遍的な学問です。 だか らわれ われ の心情 もそれに合わせて、「世界市民」 を生み出 していか

ねばならない。 日本社会を多様化することは、近代人 としての歴史的な使命だ と私は思ってい

ます。…(中 略)…

私の頭 の中にあるのは、や は り20世紀のアメリカです。 アメ リカは多民族国家を形成 した こ

とで どれだけ得を したことか。考えてみれば、キッシンジャーは一世の外国人です し、ソロス

もオルブライ トもそ うです。今新聞をにぎわせているような名前の半分 くらいが外国人です。

ことほ どさよ うにアメ リカは文化背景の違 う人たちを集 めて新 しい国をつ くり、知的に成功 し

たのは間違いあ りません。28(下線 は筆者)

上の文面か らわれわれは、従来の 日本政府や経済界の移 民受 け入れに関す る 「開国論」 とは明

確に一線 を画す姿勢を読み取れる。すなわち、 日本政府の外国人政策は出入国管理政策の一環 と

して考え られてきたのに対 し、ここでは総合的、本格的な移民政策を打ち建てることで、多民

族 ・多文化社会の創生 をめざし、それによって 「日本の知的創造力の幅 を広げ、社会の活力 と国

際競争力を高める」 ことをね らっている。単に少子化 ・高齢化対策あるいは労働力不足に対する

解決策 として外国人 をやむをえず受け入れ るとい う従来の 日本政府や経済界のスタンス とは明 ら

かに異なるものとい える。 このような意味で、筆者はこれを 「新開国論」 と呼ぶのがふ さわ しい

と考える。

3外 国 人 受 け入 れ を め ぐる世 論 とマ ス メ デ ィ ア の 論 調

1.世 論の動 向

今後わが国が本格的な外国人労働者(移 民)の 受け入れの方向で検討 を進 める際に、国民世論

のコンセンサス形成が何よ りも大きな意味 を持つことになると思われ る。そこで本節では、外国

人受け入れに関する世論 とマスメデ ィアの論調が どのように変化 してきたかを見てみよ う。

まず 日本国民の この問題 に関する世論の動向か ら見てみる。

内閣府が2000年11月 に実施 した 「外国人労働者問題に関する世論調査」によれば、専門技術や

知識 を必要 としない単純労働 について「一 定の条件や制限をつけて就労を認 めるべきだ」 とする

者は、1990年 の調査結果よ り5.1%減 って51.4%と なっている。29

つぎに、朝 日新聞は2000年9月24日 、25日 の両 日、外 国人や外国人労働者の受け入れに関する



全国世論調査を実施、その調査結果の分析 を11月9日 付の同紙朝刊紙面で報道 している。調査結

果の詳細について紹介するわけにはいかないが、同調査で注 目すべき点は、外国人の受け入れ に

ついて 日本 国民の意識 が柔軟かつ前向きの方向に変化 した ことが明 らかになったことである。 同

紙は1989年 にも同趣 旨の世論調査を行っているが、この10年 あま りの間に国民世論が変化 したこ

とを明確に読み取ることができる。30

まず単純労働者の受け入れの是非については、何 らかの条件(「 就労期間を制限す る」「人数を

制限する」「職場や職種を制限する」)を つけて 「受け入れ る」が64%あ り、特 に20代 から40代 で

は容認派が7割 を超 えている。受け入れ容認か反対かの態度 は、外国人労働者 をどう見ているか

によって大きく左右 され ることがわかる。容認派は とりわけアジアか らの労働者が 「人手不足を

補っている」 と現実的に受け止 めなが らも、 「社会や文化の活性化に役 立っている」 と社会 ・文

化的価値への評価 も相対的に高い。半面、反対派は 「日本人の労働 条件の悪化」 「地域社会 の ト

ラブル」などの懸念を抱いている。

この ように、外国人労働者受 け入れに関 しては容認派が増えてい る半面、不法滞在者の就労へ

の対応 については、回答者の46%が 「厳 しく取 り締まる」 と答 えてお り、前回1989年 の調査の

34%よ りも増 えている。 これに対 し 「合法的に働 けるよ うにす る」は39%(前 回45%)と 前回よ

り減 っている。 ここには、不法滞在や不法就労に対す る極めて根強い警戒心が読み取れ る。 また

「住民」 としての外 国人労働者への公的サー ビス((医 療.教 育.住 宅な ど)を 充実 させ るべ き

だとしなが らも、それによって新たに税負担が増 えることには消極的である。

次に、永住外国人に地方参政権を認めることに関 しては 「選挙権だけを認 めるべ き」が41%、

「選挙権 と被選挙権 の両方認めるべ き」が23%で 、両者を合わせると64%が 前向きな姿勢 を示 し

ていることも特筆すべき点であろ う。

最後に、「移民」受け入れ について3つ の選択肢で回答 を求めると、受け入れ賛成派(18%)

と反対派(19%)が それぞれ20%弱 で賛否が分かれてい る。 しか し一方で、移民を 「将来の課題

として考 えた方が よい」 との回答が57%あ った ことは注 目に値する。 これに移民受け入れ賛成派

を加 えると75%が 移民に前向きな姿勢を示 していることになる。

2・ 外国人対策か ら外国人政策へ

以上の調査結果を踏まえて、ANN客 員研究員 である竹 田い さみ独協大学教授 は、次のよ うな

コメン トを寄せ、 「外国人対策」か ら 「外国人政策」への転換 を提唱 している。

かつて 「開国 ・鎖国論」が展開 された時は、「地域社会 の トラブル」な ど社会問題 に注 目が

集 まった。外国人 「対策」の発想 に立って、いかに受け入れを規制 し、不法滞在や不法就労 を

どう取 り締 まるか、といった論議への傾 きが 目立った。現在の 日本社会では、外国人労働者が

す でに経済活動の重要な一翼を担っている。経済のグローバル化が進み、 さらなる国際化が求

め られている。数年後には、 日本の総人口 が急速に減少 してい く時代が迫っている。結局、 日



本の社会 において、外国人 と協調できる関係 を、いかに築いてい くかが課題 になる。外国人の

存在を、問題 として とらえる対策型 の発想 か らの脱皮が求 められ る。21世 紀を迎える 日本は

「外国人対策」か ら 「外国人政策」への移行期 にある。31

3.朝 日新聞の提言

朝 日新間は2000年12月25日 の紙面で 「外国人労働者受 け入れをめぐる特集」を組み、そこで次

のような3つ の提言 をしている。32

提言① 「外国人の 『住民』 と共生する地域社会を築 く」

日本 には約67万 人(永 住者や 日本人 と結婚 した配偶者 らを除く)の 外国人労働者が暮 している。

だが、育児や入居差別 、高齢者介護な どで悩みを抱えていて も、相談相手 もいないケースが少な

くない。就労 してい る外国人は、 日本人 と同 じように税金 を払っている。外国人を 「異質」な存

在 として遠 ざけるのではなく、隣人 として共生 していく地域社会(多 文化共生社会)を つ くりあ

げることが先決だ。

提言② 「外国か らハイテ ク頭脳が集まる環境をつ くる」

しか し、それだけではハイテク分野の頭脳が 日本に集 まって くれ ない。産業の集積、快適な暮

らしの保障など、専門技術者が集 まって くれ るような条件を整備 しないと、 日本は 「頭脳 の国際

移動地図」の中で影が薄 くな りかねない。

提言③ 「暮 らしを脅かす国際犯罪 をアジアの協調で防 ぐ」

人流新時代は、負 の側面も持つ。犯罪者 も容易に国境 を越 えられ る。麻薬取引など生活 を脅か

す国際犯罪 を、アジア諸国間の協力で防止 していくことも不可欠である。

朝 日新聞のほかにも中 日新聞が、国立社会保障 ・人口 問題研究所の将来人 口推計な どを根拠 に、

少子高齢化 と人 口減少問題 を考慮に入れ る時、本格的な移民受け入れを検討すべき時期に来てい

ると警鐘 を鳴 らしている。33以上か らも明 らかなように、マスメディアお よびジャーナ リズムの

この問題 をめぐる論調はおおむね 「開国論」に傾いてきているとい うことができよう。そ うはい

っても無条件の受け入れ肯定 とい うわけではな く、受け入れのための条件の整備や体制作 りがあ

くまでその前提 になることはい うまでもない。

周知のように、わが国同様高齢化 と少子化問題 を抱える欧州諸国は外国人労働者 を移民 として

大量に受 け入れ ることで対処 してきた。 しか し近年外国人の急激な増加は社会的な摩擦 を引き起

こし、我慢の限度を超えている。 とくにEU統 合後のヨー ロッパ諸国で移 民排斥を訴える右派政

党が支持 を集め台頭 してきてお り、従来 どち らか とい うと移民や外国人労働者 あるいは難民な ど

の受 け入れに寛容だった欧州各 国政府 も移民 難 民政策の見直 しを迫 られ、その方向に動き始め

ている。 中日新聞はこのような欧州における動向を日本の将来の移民政策を考える上で欠かすこ

とができない重要な現象 として取 り上げ、連載記事を組み、ベル ギー、オランダ、イタ リア、デ



ンマークの事例を報告 している。34ヨー ロッパの経験か らわが国が学ぶべ き教訓は少な くない と

思われ る。

四 外 国 人 労 働 者 受 け入 れ に 際 して 予 想 され る 問 題 点

わが国が移民労働者 ・外国人労働者を本格的に受け入れ ると仮定 した場合、そ こでは超 えなけ

ればならない問題点やハー ドルがい くつか予想 され る。本節ではそれ らの問題点やハー ドルを想

定 してそれぞれについて検討 を加 えることにす るが、その際基本的 なフレームを井口 泰関西学院

大学教授 の論文に依拠することをお断 りしてお く。35

第1に 、移民 ・外国人労働者の導入は、はた して生産人 口の減少や高齢化対策につなが るのか

とい う問題 がある。結論から先に言 えば、人口減少対策あるいは少子高齢化対策 として外国人労

働者(あ るいは移民)を 導入するとい う発想は非現実的であることを指摘 しなけれ ばな らない。

この点に関 しては、すでに何人かの識者 によって指摘 されてい るところである。以下やや長 くな

るが、外国人労働者 問題の実情 に明るい井口 泰関西学院大学教授の見解を引用 してお こう。

少子高齢化による人 口構成のゆがみの是正を、すべて移民に頼ることは困難 だ。人 口に占め

る高齢者 の比率が2000年 度 の水準(18%)を 超 えないために必要 な移 民数の推 計によると、

2050年 に累計2億 人超 とい う非現実的な水準になる。2050年 に25%を 維持す る目標でも、累計

で7000万 人以上、年間で120万 ～150万 人程度 と、現在の米国 と同規模 になる。生産年齢人口 の

絶対数を維持する 目標な らば、累計で約4000万 人。年間で約30万 ～70万 人 とやや現実的だが、

50年 もの間この規模の受 け入れ を続 けられる とは、容易には考 えにくい。

移民受 け入れで高齢化を食い止め られるか、 とい う議論は欧州でもあった。OECDが91年 に

ま とめた リポー トの結論では、短期的には若年労働力 を補充で きても、長期的には効果の持続

は困難 とされている。ある時期に大量の若年労働者 を補充すれば、将来その年齢層が高齢化 し

た とき結局ゆがみが生 じる(外 国人 の出生率 は、受 け入れ国の国民並み に低下す る傾 向があ

る)。 一方、毎年一定の人数 を受 け入れ るのは、不況期 などに政治的に困難が伴 う、 とい う理

由か らだ。

しか し、意味がないわけで もない。例えばフランスでは、人 口の年間増加24万 人の うち、外

国人の純流入が4万 人を占めた とい う。人口減の中での技術革新や生産性の向上、必要不可欠

なサー ビスの維持 といった点では、受 け入れの効果は否定できない。 とくに日本で2020～40年

ごろに想定 され る急速な人口 減が企業の投資行動な どに与える影響を考えれば 「生産性が上が

れば人口 減は怖 くない」 とは言 い切れず 、打て る手 は打つべ きだ との考 え方はあ りうるだろ

う。36

第2に 、移民 ・外国人労働者ρ受 け入れは、はた して日 本国内の雇用や経済成長にプラスにな



るのか、それ ともマイナスがプラスを上回るのか、とい う問題がある。 この点に関 しては、移民

先進 国のアメ リカでの先行研究があるので、その中か らい くつか紹介 しよ う。

アメリカを代表するシンクタンクとして知 られるラン ド研究所の移民研究者 ヴァーネズとマ ッ

カーシーは,そ の リポー トのなかでこの30年 間にわたってカ リフォルニアへの移民、特にメキシ

コからの移民が多かった ことによって、教育を受けていない非熟練労働者の州内における比率が

バランスを失 した形で高ま り、富裕層 と貧困層、カ リフォルニア州民 と移民との間の賃金格差が

ますます悪化 した と指摘 してい る。37

ハーヴァー ド大学の移民研究者 として知 られ るボラスも、そのカ リフォルニア移民研究のなか

で、全国 レベルで見ても高い割合の移民の流入が、富を貧 しいマイノリティ層か ら富裕層へ と移

動 させた と分析 し、1965年 以降、移民全体のなかで比較的熟練度の高い労働者の数が減少 し、国

全体の比率 と比べると、その減少ぶ りがます ます際立つ としている。つま り、移民が基準以下の

賃金を進んで受け入れるために、アメ リカ生 まれの産業 ・農業労働者の賃金を押 し下げて しまっ

ているとい うのだ。その結果、農場や工場の所有者は不自然なまでに低 コス トの労働力によって

利益を得ている。 ここか らボラスは移民自体が収入再分配プログラムになって しまった と結論づ

けている。要す るに、移民の存在によって賃金が引き下げ られ るために、労働者の賃金 も低下す

る一方、雇用主は移民による賃金引き下げでますます多くの利益を得ているとい うわけだ。38

上に見たよ うに、近年におけるアメリカへの移民の大波がアメリカ経済に及ぼす影響に関す る

経済学的研究のい くつかは悲観的な結論を導 き出しているにもかかわ らず、アメ リカの移民研究

者の大方は依然 として、移民がアメ リカ国内の労働者に及 ぼす影響は、雇用水準や賃金水準の点

で見るとそれ ほど大きな ものではない とす る見解 をとっていることもまた事実だ。39つ まるとこ

ろ、この問題に関 しては専門家の間で も見解は割れてお り、移民 ・外国人労働者の受 け入れが国

内の経済や雇用 に及ぼす影響を一概に論ずることは出来ない。わが国で も1992年 に労働省の研究

会が、外国人労働者受け入れに ともな う費用 と便益を長期的に試算 して、最終的には費用が便益

を上回るとす る結論 を出 している。40

第3に 、外国人労働者受け入れを専門技術職 に限定 した これまでのや り方で良いのかとい う問

題がある。 日本政府 の従来の一貫 した姿勢は、外国人労働者の受け入れは専門的.技 術的労働者

は大 いに歓迎す るが、単純労働者 につ いては慎重 に検討 す ることが必要だ とす るもので あっ

た。41外国人受け入れの論議 では、いわゆる単純労働者 と、専門的 ・技術的労働者 とい う区分け

が一般的だ。80年 代後半の二分法的整理がいまだに尾 を引いている。 この枠組みの中では論点が、

単純労働者を受 け入れ るか否 かに絞 られがちだ。42し か し実際には、 「一般技能」 とされ る分野

な どに両者の中間的な職業がある。 この部分がこれまでの政策論議では空 白だった。従来は 日本

の企業内で養成 されてきた部分だが、今後の少子高齢化の動きの中で高卒や 中卒の労働者が急速

に減少 し、養成が困難 になる可能性が強い。その兆候 は、自動車産業や機械産業な ど多 くの業種

で生 じている。かかる意味合いにおいて、井口 関西学院大学教授 は、専門技術職 と単純労働者の

間に 「中間職種」を認知す る必要を提唱 してお り傾聴 に値す る。43



第4に 、完全 自由化以外の場合は、入国許可制度の実行が可能か とい う問題がある。法務省入

管局の推計によると、1999年 時点の不法残留者 は26万8000人 。 ピーク時よ りは減ったが、依然、

目系人を超える規模 だ。加 えて、不法入国者や資格外の就労者 も相当数存在す る可能性がある。

円滑な入国審査 を考えると、入国後に不法就労す る可能性の高い外国人 をすべてチェックする

ことは難 しいとい う声 もあり、法律で制限す る限 り、その半面で 「不法」 とされる入国者 、滞在

者が生まれる可能性 は常にある。 これは、不法 とされても 日本に入国 したい とい うインセンテ ィ

ブがある限 りは、完全には解決 しない問題だ。 しか し、この点であま りに完全主義 を求めて厳 し

い取 り締ま りな どで臨むのは、実現可能性や コス ト面でも必ず しも有意義ではな く、相対的な向

上を 目指す しかない とも考えられる。

一方
、劣悪な環境 に置かれがちな不法滞在者 、就労者 に対 し、人権 を守 る観点から滞在 ・就労

を合法化すべ きだとい うアムネスティの主張 もある。フランスや米国な どでは、移民制度 の変わ

り目な どで、合法化が大規模に認め られた。 しか し、いったんアムネステ ィを行えば、将来のア

ムネ ステ ィを期待 して不法に入国 ・滞在 ・就労 しようとする誘因にな り、悪循環が起きる、 とい

う可能性 も指摘 されている。44

第5に 、わが国に永住す る移民 ・外国人労働者の人権 をどこまで守れるか とい う問題がある。

移民 ・外国人労働者は合法的に滞在 ・就労 してい る場合です ら、不安定な地位に置かれがちだ。

国連総会で 「移住労働者 とその家族の権利条約」が決議 され、労働条件や医療 ・教育等での移住

先国民 との平等や、文化的独 自性 の尊重が謳われているが、 日本 を含めほとん どの国は批准 して

いない。また、ILOに も、移民労働者が享受すべき最低限の取 り扱いについての条約があるが、

日本を含め批准国は必ず しも多 くない。 しか し、 日本 も批准 した国連の人種差別撤廃条約 では、

出身民族の違いな どによる差別を禁 じている。45

実態面で差 し迫って考 えるべ きなのは健康 ・医療の問題 だ。合法的に滞在 ・就労 している 日系

人の場合でも、健康保険に未加入の事例は多い。就労時に義務づ けるといった手の打ちよ うはあ

るが、労働 ・厚生行政の現場でこうした問題への関心が必ず しも強 くない。加 えて、現在の制度

が年金 と健保のセ ッ ト加入 を求めていることか ら、雇用主が負担が重 くなるのを嫌 った り、労働

者側 も国際的な年金協定の不在か ら 「払い損」を恐れた りして年金に加入せず、結果 として健保

にも加入 しない実態がある。住宅や教育な ども含め、実効的なセーフテ ィーネ ッ トの議論が必要

だ。

第6に 、永住外国人に対 して参政権をどの程度まで認 めるか とい う問題 がある。北欧やオ ラン

ダ、 ドイツのベル リンなどでは、一定期間以上合法的に滞在 してい る外国人に対 して地方議会の

参政権が与えられてきた。 日本では、95年 の最高裁判決で、地方参政権は憲法に違反 しない との

見解が示 され、国会で も、公明党、 自由党か ら地方参政権法案が提出 されたが廃案になっている。

一方で
、か りに参政権があって も、数が少なければ自分たちの利害を反映す る議員 を生み出す

までにはいかない可能性 もある。 したがって、地方 自治体への外国人の意見の反映の手段 は、懇

談会方式な ど幅広 く考えるべ きだ との指摘が出てい る。た とえば川崎市の外国人市民代表者会議



のよ うに、外国人の生活上の不便や苦労について誰でも意見をいえる会が参考になるのではない

か。46

わが国における外国人労働者問題 を早 くか ら手がけている社会学者 の駒井洋筑波大学教授は、

定住外国人に国民 と同等の市民的、社会的、政治的な諸権利 を認める動きが世界的に高まってい

る事態を踏まえ、わが国の定住外国人に 「段階的市民権」を与えることを提唱 している。すなわ

ち 日本への定住の程度に応 じて段階を設定 し、一番基礎に生存権、その上に社会権お よび 自由権

一般、 さらに高次の段階に参政権がおかれ る。 このよ うな提唱の背後には次のよ うな事情がある

ことを忘れてはな らない。 「従来、外国人が 日本人 と同等の人権の保障 と平等性 を獲得するため

には、 日本 国籍の取得 だけが 日本国家の法制によりゆるされた途であったといってよい。 しか し

なが ら、原国籍の放棄 の強制による日本国籍の取得は、母国 との主観的客観的きず なを断ちきっ

て 日本国民 となることを強制す るものであ り、人権 とい う観点からも多文化主義の確立 とい う観

点か らも容認 しがたい問題をはらんでいることは事実である。 さらに、旧来外国人(在 日韓国 ・

朝鮮人)の 多 くは 日本国籍取得に対す る根強い抵抗感 を持っている。」47

第7に 、外国人受け入れは社会的コス ト負担が増えるのではないか とい う問題がある。バブル

期の論争 でも焦点になったのが、受け入れの 「社会的なコス ト」だった。労働省の研究会が1992

年に発表 した試算では、50万 人の外国人労働者を受け入れ、 日本人並みの社会保障制度を整備す

るな どと仮定 した場合、初期は税収増などによる便益が大きいものの、次第に負担が増 し、労働

者が単身来 日す る 「出稼 ぎ期」 には806億 円、配偶者 を呼び よせ る 「定住期」には6530億 円、子

どもができる 「統合期」には1兆4184億 円の財政支出の増加が見込まれるとい う。ただ、かな り

限定的な試算であ り、数値 は参考程度 ともしてい る。48

一方
、より一般的には 「移民受け入れが公的支出に とって耐え難い重荷になるだろ う、とい う

よ うな主張を支持す るデータはない」(ILOリ ポー ト)と い う指摘 もある。移民全体 としては 自

らの負担以上に給付を受けてはいない、 とい う主張だ。欧米などの実証研究で も結論は割れてい

る。

第8に 、いわゆる単純労働力の分野に外国人労働者が大量に流入 した場合、国内の労働市場の

底辺に、不安定で労働条件 も悪い二次的な市場 を作 り出す とい う 「二重労働市場」論の指摘があ

る。 とりわけ不法就労のかたちで二重構造 が定着す る場合 は、劣悪な環境が維持 されたまま、一

般的な労働市場 と切 り離 されかねない。 こうした構造は外国人労働者に とって好ま しくないだけ

でなく、社会的な不安定 さを増す方向にも影響する、 とい う見方がある。また警察庁は、不法残

留者が増えれば麻薬の密輸な どの凶悪犯罪が増 えるとともに、外国人自身が犯罪の犠牲者になり

やす くなる、 と指摘 している。

また、 日本に定住 した日系人に対 して、差別的な行動が とられた り、いやが らせ事件が起きた

りす るケース も現実に存在 してお り、移民 ・外国人労働者の受 け入れ を拡大す る場合、排外的な

動きを生み出 さないための努力は必要だ。 これ までの社会的緊張の代表的事例 として注 目される

のは、豊 田市の保見団地で発生 した日系ブラジル人 と日本人住民 との問の紛争である。49



最後に、労働者 を送 り出す側の国については、失業圧力の緩和や出国者の送金な どのプラスの

要因が指摘 されてい る一方で、頭脳流出につなが るのではないか と懸念す る声 もある。 実際にア

ジアやアフ リカ諸国か ら米国、カナダなどへ、かな りの規模の熟練労働者や専門技術者 が移動 し.

ている。ただ し、シンガポールや韓国の例 を見れば、短期的には米国で就職 した人たちが、 自国

の経済成長後に帰国 し、重要な役割 を果たす事例 も少なくない。50

む す び

以上の議論を踏 まえて、最後に外国人労働者受け入れに関する筆者な りの見解 を述べてみたい。

い うまで もないが、 この問題 は極 めて高度の政策論であ り、今後長い時間をかけて慎重な検討 を

重ねてい くことが必要である。国民のコンセンサスを得 るまでには、各界各層か らの意見を募 り、

検討を重ねていかなければな らない。 まだまだ多 くのエネルギー と時間を割かねばならないであ

ろ う。

もはや人の移動のグローバ リゼーシ ョンを完全 に止めた り、コン トロールす ることは出来ない。

そ うした流れが不可避だ とすれば、 この不可避論 に立って、 日本 も新たに体系的な移民政策を考

える時期にさしかかってい るといえよ う。その意味では筆者は 「開国論」の立場に立つことを明

言 したい。 グローバル化の進展 した現代の 日本において、もはや 「開国か鎖国か」をめ ぐっての

論争には意味がない と考える。

しか しながら、人 ロ減少対策ない しは少子高齢化対策 として仕方 なく 「移民」 を受け入れると

い う安易な発想 には賛成できない。 もっ と積極的な理念に基づいた移 民政策 をこれから日本 は本

腰を入れて模索 していかなけれ ばな らない。その際、欧米な どの既存のモデルから学ぶ ことは当

然だが、や は りわが国の国情に合った 「日本型モデル」の構築をめざして探究 してい くことが求

められるだろ う。

多くのアジア諸国か らみて、 日本の外国人受け入れ制度は極めてわか りにくいものになってい

ることをわれわれはもっと認識すべ きであろ う。わが国の制度がわか りに くい原因は、主 として

わが国の制度が複雑な上、不透明な ところにある。 たとえば、いわゆる単純労働者 は受 け入れな

いはずなのに、現実には建設 ・製造業の現場(と りわけ人手不足が深刻ないわゆる3K職 場)で 、

長年にわたってアジア、中近東諸国を中心に多 くの非正規就労者が働いてい る。 もはや彼 ら外国

人労働者の存在な しには 日本経済はやっていけない ところまで来ているのだ。彼 ら外国人労働者

は 日本人が敬遠す る職場で汗を流 し日本経済を下支え してきた、いわば屋台骨的存在 といって も

過言ではない。アジアの国々からは、 日本 はアジア人 を安い賃金 で使 っていながら、アジア人が

非正規就労であるがゆえに弱い立場にある状態 を黙認 しているとの批判の声が聞かれ るの ももっ

ともである。

「研修制度」や 「技能実習制度」について も、多 くの問題点が指摘 され ている。 この制度が実

態 としては単純労働への抜 け道 となっていることは明 らかであ り、技能実習 とは名 ばか りで研修



の名 を借 りた低 賃金労働 の 隠れ蓑 に なっ てい る との批判 に さらされ て いる。 今 の制度 にか な り無

理が あ るのは事 実だ。研 修 生 を一 貫 して ケアす るた め、通訳 の手配や 交通 費 、人件 費 な ど経 費 が

かか る。 ところが現実 に は応 分 の負担 が でき ない よ うな零細 企業 までが研 修 生 を受 け入れ てい る。

そ の ツケが 当事者 の研 修 生 に しわ寄せ され 、 「事件 」 と して発覚 す る とい う構 図 だ。 その 結果 外

国人研 修生 の間 に反 日感 情 が広 が ってい る とい う現 実を このまま放 置 してい て よいのか。

以 上の よ うな反 省 に立 って、 わが 国の外 国人労働 者受 け入れ 制度 は いか にあ るべ きか を、 これ

か ら本格 的 に検討 してい か なけれ ば な らない。 「日本型 モ デル 」の構 築 を め ざす試 み は まだ始 ま

った ばか りで あ る。
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